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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

　平成21年６月29日に提出した第103期（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）有価証券報告書の記載事項の一

部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。

 

２【訂正事項】

第一部　企業情報　

第１　企業の概況

１　主要な経営指標等の推移

　(1）当連結会計年度の前４連結会計年度および当連結会計年度に係る次に掲げる主要な経営指標等の推移

　　

第２　事業の状況

４　事業等のリスク

　

第４　提出会社の状況

１　コーポレート・ガバナンスの状況等

　(1）コーポレート・ガバナンスの状況

 

第６　提出会社の株式事務の概要

　

　

３【訂正箇所】

　訂正箇所は＿線で示しております。

 

第一部【企業情報】　

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　(1）当連結会計年度の前４連結会計年度および当連結会計年度に係る次に掲げる主要な経営指標等の推移

　

（訂正前）

 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

 

（自　平成16年
４月１日

至　平成17年
３月31日）

（自　平成17年
４月１日

至　平成18年
３月31日）

（自　平成18年
４月１日

至　平成19年
３月31日）

（自　平成19年
４月１日

至　平成20年
３月31日）

（自　平成20年
４月１日

至　平成21年
３月31日）

（中略） 　 　 　 　 　 　

従業員数

［外、平均臨時従業員数］
人

1,289

[401]

1,303

[428]

1,351

[424]

1,392

[436]

1,402

[443]

　

（訂正後）

 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

 

（自　平成16年
４月１日

至　平成17年
３月31日）

（自　平成17年
４月１日

至　平成18年
３月31日）

（自　平成18年
４月１日

至　平成19年
３月31日）

（自　平成19年
４月１日

至　平成20年
３月31日）

（自　平成20年
４月１日

至　平成21年
３月31日）

（中略） 　 　 　 　 　 　

従業員数

［外、平均臨時従業員数］
人

1,289

[401]

1,303

[428]

1,351

[424]

1,392

[436]

1,402

[442]
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第２【事業の状況】

４【事業等のリスク】

　

         ７．自己資本比率に関わるリスク

　

（訂正前）

　当行は「銀行法第14条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当

であるかどうかを判断するための基準」(平成18年3月27日金融庁告示第19号)の国内基準が適用され、同告示に

基づき算出される連結自己資本比率および単体自己資本比率を４％以上に維持する必要があります。当行の連結

および単体の自己資本比率が要求される水準を下回った場合には、金融庁長官から、業務の全部または一部の停

止等を含む様々な命令を受けることとなり、当行の業績に影響を与える可能性があります。

　

（訂正後）

　当行は「銀行法第14条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当

であるかどうかを判断するための基準」(平成18年3月27日金融庁告示第19号)の国内基準が適用され、同告示に

基づき算出される連結自己資本比率および単体自己資本比率を４％以上に維持する必要があります。当行の連結

および単体の自己資本比率が要求される水準を下回った場合には、金融庁長官から、業務の全部または一部の停

止等を含む様々な命令を受けることとなり、当行の業績に影響を与える可能性があります。

  また、既存の劣後債務を同等の条件の劣後債務に借り換えることが不能な場合において、自己資本比率の低下

または不利な条件での借り換えによる収益への影響のおそれがあります。

　

　

第４【提出会社の状況】

１【コーポレート・ガバナンスの状況等】

　（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　

　　(4)内部監査、監査役監査、会計監査の状況

　　　②監査役監査　

　

（訂正前）

（中略）

　なお、当行は、定款第44条に基づき、社外監査役瀧李夫と社外監査役尾﨑泰宏との間で、当行の社外監査役として

職務を行うにつき、善意かつ重大な過失がないにもかかわらず法令または定款に違反し、当行に損害を与えた場

合、会社法第423条第１項の責任については、損害賠償金額の限度を会社法425条に定める最低責任限度額とする

旨の責任限定契約を締結しております。

　

（訂正後）

（中略）

　なお、当行は、定款第44条に基づき、社外監査役瀧李夫と社外監査役尾﨑泰宏との間で、当行の社外監査役として

職務を行うにつき、善意かつ重大な過失がないにもかかわらず法令または定款に違反し、当行に損害を与えた場

合、会社法第423条第１項の責任については、損害賠償金額の限度を会社法425条に定める最低責任限度額とする

旨の責任限定契約を締結しております。

　また、平成21年６月26日開催の定時株主総会の決議により、定款第44条は第43条に変更となっております。
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　　(8)取締役の選任決議要件

　

（訂正前）

　当行は、株主総会における取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、定款に定めています。

　

（訂正後）

　当行は、株主総会における取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨および累積投票によらない旨を定款に定めています。

　

　

第６【提出会社の株式事務の概要】

　

（訂正前）

(注)２．当行は定款において、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、取得請求権付株式の取

得を請求する権利、募集株式または募集新株予約権の割当を受ける権利、並びに定款第９条に規定する単

元未満株式の買増しを請求することができる権利以外の権利を行使することができないものと定めてお

ります。

　

（訂正後）

(注)２．当行は定款において、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、取得請求権付株式の取

得を請求する権利、募集株式または募集新株予約権の割当を受ける権利、並びに定款第９条に規定する単

元未満株式の買増しを請求することができる権利以外の権利を行使することができないものと定めてお

ります。

　　　　なお、平成21年６月26日開催の定時株主総会の決議により、定款第９条は第８条に変更となっております。
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